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Ⅰ 指定管理者の募集について 

 指定管理者の募集について 

津山市（以下「市」という。）は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４４条の２第３項、加茂町福祉センター条例（平成１７年津山市条例第１０４号）及び津山

市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年津山市条例第１００号。以

下「指定管理条例」という。）第２条の規定により、「加茂町福祉センター」の管理運営について、

指定管理者を指定していますが、平成２６年３月３１日をもって指定管理期間が終了するため、

新たな指定管理者を募集します。 

この募集要項は、指定管理条例第２条の規定に基づき、平成２６年４月１日以降の指定管理者

を募集するための要項を定めたものです。 

  指定管理者制度は、民間団体のノウハウを生かして、サービスの向上と収支の改善を目指すも

のであることから、必ずしもこれまでの運営状況にとらわれることなく、サービスの向上と経費

の削減が可能となるような、積極的なマネジメントが求められます。 

指定管理者には、維持管理、利用料金の徴収、警備、施設保守など個々の具体的な業務につい

ての能力だけではなく、管理方針を立案する能力、施設全体を効率よく運営するための経営マネ

ジメント能力、利用者へのサービス提供・接客能力なども求められます。 

ただし、加茂町福祉センターは、現在、加茂地域の福祉の拠点である津山市地域包括支援セン

ター加茂サブセンター、社会福祉法人津山市社会福祉協議会加茂支所として利用されており、施

設の管理運営を効率的に行う観点から、社会福祉法人津山市社会福祉協議会のみ応募ができるも

のとします。 

 

Ⅱ 指定管理施設及び業務等について 

１ 対象施設の概要 

 (1) 施設の名称  加茂町福祉センター 

(2) 所 在 地  津山市加茂町小中原１４３番地 

 (3) 設置目的  市民の健康の増進、教養の向上を図り、レクリエーション等の場を提供し、

もって福祉の向上に寄与するために設置。 

 (4) 開 館 日  昭和６３年４月 開館 

 (5) 延床面積  １，１３３．０１㎡ 

(6) 施設概要  鉄骨鉄筋コンクリート造瓦葺２階建 

・大広間、研修室、和室、調理室 

 (7) 施設の利用及び収入の状況 

  年  度 利用者数 利用料収入 

平成２１年度 14,350人   79,000円 

平成２２年度 13,849人  117,239円 

平成２３年度 17,752人   18,900円 

平成２４年度 17,721人  154,840円 

＊利用者数は、年間延べ人数です。 

２ 管理運営に関する基本的な考え方 

(1) 施設利用者の安全確保を第一とする。 

(2) 施設の効率的・弾力的運営を行う。 

(3) 適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積極的に図る。 
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(4) 利用者にとって快適な施設であることに努める。 

(5) 魅力ある自主事業を実施し、利用者のサービス向上に努める。 

(6) 個人情報の保護を徹底する。 

(7) 環境保護に配慮する。 

(8) 現状以上のサービスを維持しながら、管理運営費の削減に努める。 

３ 指定管理期間 

  ５年間（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日） 

４ 成果目標 

  年間の利用者数が、１８，０００人以上とします。 

５ 指定管理者が行う業務等 

 (1) 加茂町福祉センターの施設又は設備の利用の許可に関する業務 

(2) 加茂町福祉センターの維持管理に関する業務 

(3) 加茂町福祉センターの利用に関する料金（以下「利用料金」という。）の徴収に関する業務 

(4) 加茂町福祉センターの設置目的を発揮するための事業に関する業務 

(5) 加茂町福祉センターの利用者の利便性を向上させるために必要な業務 

(6) 前各号に掲げるもののほか，加茂町福祉センターの運営に関する事務のうち，市長のみが行

うことのできる権限に関する事務を除く業務 

 (7) その他別紙「加茂町福祉センター指定管理者業務仕様書」（以下「仕様書」という。）に定め

るとおり 

※１ 包括的再委託の禁止 

指定管理者が行う管理業務全般を一括して、他のものに再委託することはできませんが、

一部の業務については、市との協議の上、専門の事業者に委託することができます。 

６ 指定管理者が行う管理業務の基準 

  別紙「仕様書」のとおり 

７ 管理に要する経費及び指定管理料 

   (1) 管理に要する経費 

加茂町福祉センターの管理に要する経費は、利用料金及び自主事業の収入、並びに市が支払

う指定管理料によって賄うこととします。 

     また、経費に不足が生じた場合は、市が特別な事情があると認めない限り、指定管理者負担

となります。 

   (2) 指定管理料の基準額 

指定期間中に市が支払う指定管理料の額は、下記に定める基準価格の範囲内で、応募団体か

ら提案を求めます。なお、基準価格を超える提案があった場合には失格となりますので、ご注

意ください。 

     ・５年間の総額基準価格：28,750,000円（消費税及び地方消費税含む。） 

          （平成26年度：5,750,000円） 

        （平成27年度：5,750,000円） 

        （平成28年度：5,750,000円） 

            （平成29年度：5,750,000円） 

         （平成30年度：5,750,000円） 

   (3) 指定管理料の支払い 

    指定管理料は、４月、７月、１０月、１月の４回に分割して支払います。 

現在の消費税率が変更された場合、年度当初にあっては税率変更分を協定書による指定管理

料に加算し、年度途中にあっては月割りで加算します。 

 



 4

(4) 利益の納付 

指定期間中の年度ごとの収支決算で、税引き後の純利益（会社法の計算規則による損益計算

書上において、税引前当期純利益から「法人税、住民税および事業税」と税効果会計により生

じる「法人税等調整額」を差し引いた利益のこと。）が生じた場合は、その３０％相当額を市

の収入とし、市の指示により納入等するものとします。この納付金は他の決算期と損益通算出

来ないこととします。 

ただし、当該施設の管理運営のための設備、備品の更新等のために積み立てる場合等、特段

の事情があり、市の収入とすることが適当でないと認められる場合にあっては、全部又は一部

について、納付を免除することができるものとします。 

８ 自主事業 

     条例に定める範囲で自主事業を実施することができます。ただし、施設の設置目的に該当しな

い場合、公共の秩序を混乱が生じる恐れがあると判断される場合及び加茂町福祉センターの経営

悪化が見込まれる等の場合、市は事業の中止を命令することができるものとします。 

なお、施設の設置目的に沿ったものでない場合は、全部又は一部について、行政財産の目的外

使用の許可手続きを経た上で、その使用料を市に納めること。 

９ 業務報告書の提出及び調査 

(1) 業務及び事業の実施状況、入場者数、利用料金等の収入及び支出について翌月１０日までに

市に報告して下さい。また、年度における業務報告書は毎年４月末日まで提出して下さい。 

(2) 市は、業務実施状況の調査に必要な現地調査を随時行うことができるものとします。指定管理

者は、正当な理由なく市の調査を拒否できません。 

(3) 市は、業務報告書について調査及び内容の追加並びに説明を求めることができます。その結果、

報告書の内容の変更、追加又は業務の改善を命令できます。 

10 施設及び管理備品 

(1) 管理備品は、別紙１のとおりです。 

(2) 管理備品は、無償で貸与します。 

(3) 指定管理者は、管理物件を津山市物品会計規則（昭和40年規則第18号）及び関係規則の管

理の原則及び分類に基づいて管理して下さい。 

(4) 施設等の賠償責任保険に必ず加入して下さい。施設等に対する保険については、市が「建物総

合損害共済」（全国市有物件災害共済会）に加入しています（休業補償、営業補償等の付帯なし）。 

その他施設管理運営上必要な保険については、指定管理者が加入してください。 

(5) 災害時の避難場所に指定されていますので、その場合は関係機関と連携し協力してください。。 
11 委託について 

(1) 指定管理者の業務に一部について、指定管理者の管理のもとで業務委託することができます。

ただし、加茂町福祉センターに関する権限及び業務の一部全て並びに区域を区切ってその区域

内の全ての業務についての委託はできません。 

(2) 前項の委託は、事前に市の承認を得るものとします。 

12 施設の修繕等 

指定管理者の責任によらない施設及び備品等の修繕に関する責任分担は別紙２とします。 

13  個人情報の保護 

指定管理者には、津山市個人情報保護条例（平成１５年津山市条例第２号）が適用されます。

このため、施設の管理を行うに当たって保有する個人情報の取扱、利用及び提供の制限等の責務

が課せられています。 

また、指定期間が満了、若しくは指定を取り消しされた後も同様とします。 

14 目的外使用 

  敷地及び施設を目的外で使用するときは、市長の許可が必要です。許可に当たっては、行政財
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産使用料を市に納入して下さい。 
自動販売機等を設置する場合は、別途、行政財産の目的外使用の申請と使用料及び売上金の 
１２％の納付が必要となります。 
15 指定期間終了に伴う事務 

指定管理者は、指定期間終了時までに次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよ

う、協定書締結後すみやかに引継ぎを行わなければなりません。 

16  自己評価に関すること 

業務の質とサービスの向上を図ることを目的に、利用者等から施設運営に関する意見を聴取し、

定期的な自己評価を実施して下さい。これにより得られた評価は事業報告書に記載し、早期に業

務実施に反映して下さい。 

 

Ⅲ 指定管理者の責任とリスクの明確化等 

１ 想定されるリスク及び責任の分担 

 (1) 基本的な考え 

   本事業に関してリスクを適正に分担することにより、合理的かつ効率的なサービスを利用者

に提供し、健全な経営を目指します。 

(2） 履行保証 

     指定管理者として指定するに当たっての履行保証は求めませんが、損害金を請求する場合が

あります。 

(3) 自主事業の実施に関するリスク 

    指定管理者が実施する自主事業に関するリスクの負担は、全て指定管理者とします。 

      なお、自主事業の経営悪化により指定管理業務に支障が発生していると判断した場合、市は、

自主事業の改善、中止を命ずることがあります。 

(4)  その他想定されるリスクは、原則として別紙３「加茂町福祉センター」指定管理リスク分担

一覧表のとおりとします。 

２ 指定管理業務の継続が困難になった場合等の措置 

(1) 指定管理者は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、速

やかに市に報告するものとします。  

(2) 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管理が困難となった場

合又はそのおそれがあると認められる場合には、市は指定管理者に対して改善勧告を行い、期間

を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができます。  

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったときには、市は指

定管理者の指定を取り消すことができます。  

(3) 指定管理者が市の指示に従わないときや指定管理者の財務状況が著しく悪化するなど指定管

理業務の継続が困難と認められる場合には、市は指定管理者の指定を取り消すことができます。  

(4) 上記(2)又は(3)により指定管理者の指定を取り消された場合又は指定管理者が業務を放棄し

たことにより、市に指定管理者の債務不履行による損害が生じた場合、指定管理者は市に生じ

た損害について賠償の責めを負うこととなります。  

(5) 市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理業務の継続が困難とな

った場合には、市と指定管理者は、指定管理業務継続の可否について協議することとします。  
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Ⅳ 申請の手続き 

１ 募集の方法 

非公募とします。 

２ 事業実施スケジュール（予定） 

(1)  実施方針の公表・・・平成２５年６月１１日から６月２４日 

(2)  指定管理者の公募の告示・・・平成２５年７月８日 

(3)  質問受付及び回答・・・平成２５年７月２２日から７月２９日 

(4)  指定管理者の募集締め切り・・・平成２５年８月２１日 

(5)  指定管理者審査委員会によるヒアリング又はプレゼンテーション・・平成２５年９月４日 

(6)  指定管理候補者選定通知書の送付及び協定書の締結・・・平成２５年１０月 

(7)  指定管理者の決定・・・平成２５年１２月末（平成２５年１２月議会） 

(8) 指定管理者指定書の交付・・・平成２５年１２月末から平成２６年１月 

(9) 業務の引き継ぎ・・・平成２６年１月末から平成２６年３月 

(10) 指定管理の開始・・・平成２６年４月１日 

(11) 指定管理の終了・・・平成３１年３月３１日 

３ 応募資格 

    応募できる団体は、指定期間中、確実に管理運営できる法人その他の団体（以下「団体等」と

いう。）です。なお、団体等は単独であっても共同企業体であっても応募できますが、同一の団体

等が複数の提案を行うこと、及び複数の共同企業体の構成員になることは禁止します。 

       ただし、加茂町福祉センターについては、現在、加茂地域の福祉の拠点である津山市地域包括

支援センター加茂サブセンター、社会福祉法人津山市社会福祉協議会加茂支所として利用されて

おり、施設の管理運営を効率的に行う観点から、社会福祉法人津山市社会福祉協議会のみ応募資

格を与えるものとします。なお、この場合であっても、次の欠格事項に該当する場合は、非公募

を取り消し、公募として再度募集するものとします。 

① 団体等又はその代表者が、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。 

② 市から指定管理を取り消され、その取り消しの日から１年を経過していない者。 

③ 団体等の代表者、役員又はその使用人が、刑法第９６条の３又は第１９８条に違反する容疑

があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経

過していない者。 

④ 団体等又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８

条第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過して

いない者。 

⑤ 団体等又はその代表者が、指定管理者として行う業務に関連する法規に違反するとして関係

機関から処分された日から２年を経過していない者。 

⑥ 団体等又はその代表者が所得税、法人税、消費税及び市税等を滞納している者、正当な理由

なくこれらの税に係る申告を行っていない者、又は正当な理由なく個人住民税の特別徴収を行

っていない者。 

⑦ 団体等の役員が津山市暴力団排除条例（平成２３年津山市条例第２１号。以下「排除条例」

という。）第２条第３号に規定する暴力団員等（排除条例第２条第２号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者。）であると認

められる者。 

⑧ 暴力団（排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴

力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者。 

⑨  役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目
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的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められる者。 

⑩  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。 

⑪  役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有していると認められる者。 

⑫ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者。 

⑬ 代表者又は役員が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有している団体。 

４ 質問の受付 

  募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

 (1) 受付期間  平成２５年７月２２日（月）～７月２９日（月）午後５時まで 

 (2) 受付方法  質問書（様式６号）により、ＦＡＸ(0868-32-2153)又は電子メール 

（kaigo@city.tsuyama.okayama.jp）で提出してください。 

         電話等、口頭では一切受け付けません。 

 (3) 回答方法  質問者には、ＦＡＸ又は電子メールで、受付終了後速やかに回答し、併せて市

のホームページに掲載します。 

５ 応募書類 

(1) 応募書類は、次のとおりです。ただし、市の判断により、追加資料を求めることがあります。 

書  類 様 式 
提出部数 

正本 副本 

① 指定管理者指定申請書 様式第1号 

１ 

１０ 

② 事業計画書 様式第2号 １０ 

③ 収支予算書 様式第3号 １０ 

④ 欠格事由に該当しない申立書 様式第4号 １ 

⑤ 申請者の概要、沿革 － １０ 

⑥ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 － １０ 

⑦ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 － １ 

⑧ 申請の日の属する事業年度の前１カ年の事業年度

における貸借対照表、収支決算書その他の団体の財

務状況を明らかにする書類（前３ヶ年が望ましい。） 

－ １０ 

⑨ 納税証明書（国税、県税、市税等） － １ 

⑩ 印鑑証明書 － １ 

⑪ その他 

ア その他市長が必要と認める書類 
－ １ 

＊すべて書類をＡ４版で統一すること。副本は複写可とします。 

 (2) 申請書類の提出 

・提 出 先  〒708-8501 津山市山北５２０ 

津山市環境福祉部高齢介護課（津山市役所１階１１番窓口） 

           電話 0868-32-2066（直通番号） ＦＡＸ 0868-32-2153 

・提出期間  平成２５年７月８日(月)から平成２５年８月２１日(水)までの日（市の休日を

除く。）の午前８時３０分から午後５時までとします。 

・提出方法  郵送又は持参 

＊ＦＡＸ又は電子メールでは提出できません。 

＊郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。 

 

 

mailto:kaigo@city.tsuyama.okayama.jp
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６ 著作権及び書類の公表 

著作権は申請者に帰属し、著作権法により保護されます。ただし、提出された書類は、市の業

務上必要な範囲において自由に利用できるものとし、情報公開の請求により開示することがあり

ます。なお、提出された書類は理由のいかんに関わらず返却しません。 

７ 申請に要する経費 

申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とします。 

 

Ⅴ 指定管理者候補者の選定及び指定 

１ 指定管理者候補者の選定方法 

(1) 指定管理者審査委員会において、各委員が次の審査要領に沿って選定意見とし、最終的に市

において選定します。 

   ただし、一定水準以上の評価点（６０％以上）を獲得できなかった場合は、指定管理者の指

定を行わないこととします。 

指定管理者審査委員会の会議内容は、非公開とします。 

(2) 審査項目 

審 査 項 目 審 査 内 容 配点 

運営経費に関する事項 ・提案価格（各年度及び５年間の総額） ２０ 

申請団体に関する事項 
・経済的の安定性 

・同種の施設管理業務の実績 
１０ 

管 理 運 営 に 

関 す る 事 項 

・当該施設の設置目的、趣旨、管理運営内容の把握 

・施設や設備の維持管理計画 

・日常の警備及び事故防止、防災に関する対策 

・緊急時の連絡体制、役割分担等の取り決め状況 

・個人情報の保護に関する制度の理解と体制整備 

・情報公開に関する制度の理解度 

３０ 

事 業 実 施 に 

関 す る 事 項 

・事業計画の内容（具体性・現実性・創意工夫） 

・施設の利用を促進させる方策（宣伝、広報等） 

・利用者等の要望、意見等を反映させる方策 

・サービス全般の評価及び改善の方策 

・収支計画と事業計画との整合性及び、実現可能性 

・効率的な運営の工夫 

 

３０ 

サ ー ビ ス 提 供 体 制 に 

関 す る 事 項 

・適切な人員や有資格者の配置状況 

・職員の育成・研修体制 

・平等な利用の確保のための方策 

・トラブル、苦情処理への対応 

２０ 

そ の 他 

・地域や関係団体との連携に対する積極的で具体的

な方策等 

・施設の設置目的に合わせた申請団体の社会的責任

に着目した政策的な審査 

   ・環境へ配慮した取組（ＩＳＯ14001等） 

   ・障害者の積極的な雇用の取組 

   ・男女共同参画へ向けた取組 

１０ 

合   計 １２０ 

 



 9

(3) 選定における留意事項 

  次に掲げる場合に該当したときは、当該申請は失格又は無効となることがあります。  

ア 申請書の提出方法、提出先、提出期限等について、募集要項に指示する事項が守られなかっ

たとき。  

イ 申請書類として提出すべき書類が提出されていないとき、または申請書類の記載すべき事項

の全部又は一部が記載されていないとき。  

ウ 応募資格の禁止事項、欠格事項に該当しているものと判断されるとき。 

エ 選定委員会の委員または本件業務に従事する本市職員に対し、本件応募について不正な接触

の事実が認められたとき。  

オ 申請者による、指定期間中の指定管理業務履行が困難であると判断される事実が判明したと

き。  

キ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務を行うことについ

てふさわしくないと市が認めたとき。  

ク その他不正な行為があったと市が認めたとき。 

ケ 提案価格が指定管理料の上限額を超えている場合。 

(4) 指定管理者候補者の該当者がない場合 

審査基準に照らして、申請者のうち指定管理者として適任と判断できる者がいない場合は、

指定管理者候補者は該当なしとする場合があります。 

(5) 選定結果等の公表 

応募及び選定結果等については、各申請者に文書で通知するとともに市のホームページで公表

します。 

２ プレゼンテーション 

(1) 予定日時  平成２５年９月４日（水） 

（詳細な日時は、参加者に直接連絡します。） 

(2) プレゼンテーション者：１名（申請者の代表者、役員又は職員に限る。） 

(3) 参加可能人数：３名以内 

(4) プレゼンテーションの資料：Ａ４サイズの用紙２枚又はＡ３サイズの用紙１枚以内 

(5) 資料の作成：申請者が作成（１０部）すること。 

(6) その他：プロジェクター等の機器の利用はできません。 

３ 指定管理者の指定及び指定後の手続 

(1) 協定書の締結  

市と指定管理者候補者は、業務内容に関する細目的事項、指定管理に係る委託料に関する事

項、管理の基準に関する細目的事項等について、選定後すみやかに協定書を締結します。  

(2) 指定管理者候補者が、協定書の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その選定を取り

消し協定書を締結しないことがあります。  

ア 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、指定管理業務の履行が確実でないと認められ

るとき。  

イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者として業務を行うことについてふさわしく

ないと認められるとき。  

ウ 協定書に盛り込む指定の取消し事由に該当すると認められるとき。  

エ 申請や審査過程その他において不正な行為があったと市が認めたとき。    

(3)指定管理者の指定 

指定管理者候補者は、平成２５年１２月津山市議会の議決を経て指定管理者として指定されま

すが、議決を得られないときは指定されません。 

なお、指定されるまでの間に、前項ア～エに該当した場合及び事故等により指定管理者候補者
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の資格を失った時は、候補者に対してその資格を取り消す旨の通知をした後、次点となった者を

新たに指定管理者候補者とします。 

 

Ⅵ 添付資料 

別紙１ 「加茂町福祉センター」管理備品一覧表 

別紙２  施設及び備品等の修繕に関する責任分担 

別紙３ 「加茂町福祉センター」指定管理リスク分担一覧表 

様式集  

(1) 指定管理者指定申請書・・・・・・(様式第1号) 

   (2) 事業計画書・・・・・・・・・・・（様式第2号） 

   (3) 収支予算書・・・・・・・・・・・（様式第3号） 

(4) 欠格事由に該当しない申立書・・・(様式第4号) 

(5) 質問書・・・・・・・・・・・・・（様式第6号） 

別冊資料 

(1) 「加茂町福祉センター」指定管理者業務仕様書 

   (2) 「加茂町福祉センター」収支決算状況 

   (3)  関係条例、施行規則等 

 

 

 

 

 

〈問合せ先〉 

 〒708-8501 津山市山北５２０ 

津山市環境福祉部高齢介護課（担当：牧野・安東） 

電 話 ０８６８－３２－２０６６（直通番号） 

  ＦＡＸ ０８６８－３２－２１５３ 

  E－mail  kaigo@city.tsuyama.lg.jp 

 

mailto:kaigo@city.tsuyama.lg.jp
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別紙１ 

「加茂町福祉センター」管理備品一覧表（Ⅰ種） 

保管場所 品名 規格等 数量 

待合室 

センターテーブル ｺｸﾖ CN‐W630TI ２ 

コーナーテーブル ｺｸﾖ ２ 

ロビーチェア ｺｸﾖ CN‐W633A ２ 

  〃 ｺｸﾖ CN‐W632A ２ 

  〃 ｺｸﾖ CN‐W632B ２ 

テレビ パナソニック TH-L37V1 １ 

和室 座卓 コクヨ ５ 

研修室 
会議テーブル ライオン １０ 

椅子（肘なし） ２５ 

大広間 

会議テーブル ｺｸﾖ KT‐30RNN ３０ 

折りたたみ椅子 ｺｸﾖ CF‐A45 １０５ 

会議テーブル用台車 ｺｸﾖ TK‐T100 ４ 

折りたたみ椅子用台車 ｺｸﾖ CP70 ３ 

ホワイトボード 内田洋行 １ 

演台 １ 

事務室 

応接3点ｾｯﾄ １ 

片袖事務机 コクヨ ４ 

  〃 内田洋行 １ 

回転椅子（肘なし） ｺｸﾖ CRS‐G20 ３ 

  〃 内田洋行 Ｔ‐4 １ 

  〃 内田洋行 Ｔ‐5 １ 

キャビネット 内田洋行 １ 

調理室 

調理実習台 ５ 

冷凍冷蔵庫 ﾅｼｮﾅﾙNR‐C36L1‐C １ 

冷凍庫 A‐COOP １ 

丸椅子 ﾁﾄｾ ﾌﾛｰﾗ ３０ 

物入れ 
整理戸棚 内田洋行 １ 

  〃 ライオン １ 

廊下その他 

血圧計 UDEXsuperTYPE １ 

血圧計用丸椅子 １ 

簡易ステージ（ﾀﾝﾊﾟｰﾀｲﾌﾟ） ｺｸﾖ １ 

台車 １ 

倉庫 

椅子（肘付） １ 

椅子（肘なし） ２２ 

座卓 コクヨ ４６ 

会議テーブル ライオン １０ 
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別紙２ 

 施設及び備品等の修繕に関する責任分担 

 

市と指定管理者との責任分担は、原則として、次の表に定めるとおりとします。 

事   案 責任分担 

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵に係るも

の 

指定管理者 

上記以外のもの 

 

事案の原因ごとに判断し、市と指

定管理者が協議して定める。 

利用者(これに準ず 

るものを含む。以下 

この表において同 

じ。)への損害賠償 

施設等の管理上の瑕疵に係るも

の 

指定管理者 

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市と指

定管理者が協議して定める。 

施設等の修繕 

 

施設等の大規模な修繕（資産価値

の向上又は耐用年数の延長につ

ながるものをいう。） 

市 

 

上記以外のもの 指定管理者 

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 市 

利用者に係る損害賠償保険（指定管理者が独自に行う 

事業については保険の対象外）への加入 

市（なお、左記に該当しない損害

賠償保険については、市は加入し

ない） 

   

① 点検及び故障、事故等の報告は、速やかに行うこと。 

  ② 包括的に施設及び設備、備品等の維持管理業務を他に委託し又は請け負わせてはならない。

ただし、一部の業務について、事前に津山市に協議・申請し、書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 

  ③ 施設の運営に支障をきたさないよう、備品等の管理を行うこと。また、必要な備品等を適

宜購入し、施設の運営を行うこと。 

  ④ 施設の運営に支障をきたさないよう、必要な修繕、改修等を行うこと。なお、軽微な修繕

以外については、緊急を要する場合を除き、事前に津山市に連絡、協議等を行うこと。 

    また、修繕、改修等の経費については、原則として指定管理者の管理経費で賄うものとす

る。 

    ただし、軽微な修繕以外で、協議の上、その費用のすべてを指定管理者に負わすことが適

当でないと認められる場合は、費用負担について市と指定管理者との間で協議して実施する

ものとする。この場合の市の負担分については、津山市の予算の範囲内とし、指定管理料を

増額等することで賄うことができるものとする。 

    なお、前述のただし書きの場合であっても津山市に事前の報告、協議等がないものについ

てはこの限りではない。 

    その他、前述の軽微な修繕とは、１件につき３０万円（税込）程度までのものとする。 
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別紙３ 

 「加茂町福祉センター」指定管理 リスク分担一覧表 

分  類 概   要 市 指定管理者 

制度・法令変更リスク 関係法令・許認可の変更等に係るもの ○  

政治・政策リスク 

政策方針の転換、市の財政破綻等による

指定管理の中止又は変更、コスト増大 
○  

市議会による指定管理者指定議案の否決  ○ 

管理運営期間中の市議会による予算執行

停止等 
○  

物価変動リスク インフレ・デフレによるコスト増減  ○注1 

債務不履行リスク 
指定管理者の債務不履行による指定管理

業務の破綻等 
 ○ 

不可抗力 
天災、暴動などの市及び指定管理者のい

ずれの責めにも帰すことの出来ない事由 
○ 注４ 

自主事業リスク 自主事業の運営に係るもの  ○ 

管理運営計画リスク 
管理運営計画の不備、入場者の見込み違

い等 
 ○ 

管理瑕疵リスク 
指定管理者の管理瑕疵に起因する損害等

の発生 
 ○ 

施設構造リスク 施設構造に起因するもの ○ 注２、注４ 

許認可等取得リスク 
管理運営に必要な許認可の取得及び資格

者の配置等の不備 
注３ ○ 

 

 注１：特別な場合、協議できる事項を協定書に盛り込む予定です。 

注２：指定管理者が、施設構造の不備を認識しているにもかかわらず、適切な対応を欠いている

場合には、指定管理者のリスクとします。 

 注３：許認可の取得につき、市の協力を要する場合には、市は合理的な範囲内でこれに協力しま

す。 

注４：不可抗力・施設構造リスクについては、財物の損害であり、市がそれに伴う休業補償、営

業補償は行いません。 

 


